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気候非常事態宣言(2019年12月）
－2050ゼロカーボンへの決意－

• 全国の都道府県に先駆けた宣言。

• 県議会における「気候非常事態に関する決議」を受
けて知事が宣言したもの。宣言後、全市町村が賛同。

• 台風19号による豪雨災害も大きなきっかけ。

（※それ以前から）

• 2011年4月 県庁内に温暖化対策課設置

• 2011年7月 自然エネルギー信州ネット設立

• 2013年4月 第三次地球温暖化防止県民計画を
「長野県環境エネルギー戦略」として策定

• 2019年8月～現在 県環境審議会の地球温暖化対
策専門委員会にて戦略の改訂検討中

https://www.pref.nagano.lg.jp/ontai/climateemergency.html



長野県環境エネルギー戦略
(2013～2020年度)

例）住宅政策とリンクした省エネ普及

＝県内産業の高付加価値化、自立促進

➢建築主に環境エネルギー性能の検討を義務づ
ける「建築物環境エネルギー性能検討制度・
自然エネルギー導入検討制度」

➢省エネルギー基準等への適合率が83.7％、
自然エネルギー設備等の 導入率が35.2％
（2016.1～2017.12）

• 経済が成長しつつ、温室効果ガス総排出量と
エネルギー消費量の削減が進む社会をめざす
（デカップリング）

『「長野県環境エネルギー戦略」の平成30年度の進捗と成果報告書』

ホクシンハウス株式会社
http://www.hokushinhouse.com/

株式会社ヴァルト https://wald-inc.jp/



気候危機突破方針(2020.4.1)
※エイプリルフールではない

「アメリカ先住民には、「どんなことも7世
代先まで考えて決めなければならない」との
教えがあるといわれています。（略）この素
晴らしい環境を先人から引き継いだ私たちは、
今を生きる者の責任として、未来を生きる世
代のためにも、気候変動対策にしっかりと向
き合わなければなりません。」（知事）

1．二酸化炭素排出量を2050年度までに
実質ゼロ

2．最終エネルギー消費量を7割削減、再
エネを3倍増（2016年度比）

3．県民とのパートナーシップ

4．地域主導の再エネ事業

5．国内外との連携

6．気候危機突破プロジェクト

https://www.pref.nagano.lg.jp/ontai/happyou/200401press.html



長野県脱炭素社会づくり条例
(2020.10.19施行）
• 持続可能な脱炭素社会づくりは（略）

2050 年度までに二酸化炭素排出量を実質
ゼロにすることを目標として行われなけれ
ばならない。（第2条）

（エネルギー自立地域の確立）

• 県は、持続可能な脱炭素社会づくりを推進
するため、省エネルギーを推進し、並びに
地域主導型の再生可能エネルギーの導入及
び利用を促進する（以下略）。事業者は、
エネルギーの効率的な使用の促進及び環境
負荷の低い事業活動の推進に努める。県民
は、エネルギー消費量の少ない家電製品の
使用、住宅に係るエネルギーの使用の合理
化等、日常生活におけるエネルギーの効率
的な使用に努める。（第8条1～3）

→長野県環境エネルギー戦略は

2021年前半中に

ゼロカーボン戦略（2021-30）へVer.up

（長野県資料https://www.pref.nagano.lg.jp/kankyo/keikaku/4jisenryaku/ondanka4kai.html）



最終エネルギー消費量を７割削減（18.6万TJ → 4.7万TJ）

（長野県資料https://www.pref.nagano.lg.jp/ontai/happyou/200401press.html）



ハードルは非常に高い
しかし、これを超えねば目標達成はない

運輸 家庭

（2020.11.27 第１回長野県ゼロカーボン戦略推進本部会議資料）

• 最大の課題は運輸（モビリティ）の脱炭素
→EVの導入と有効活用、FCVの導入、公共交通やクルマ以外の交通手段の拡充

• オフィスビルを中心とした業務部門の脱炭素も進んでいない。
→ZEB（Zero Energy Building） 新築だけでなく断熱改修がカギ。



再エネ生産量を３倍以上に拡大（1.5万TJ → 5.4万TJ）

（長野県資料https://www.pref.nagano.lg.jp/ontai/happyou/200401press.html）



【ポイント１】

数値目標を達成すれば
いいわけではない。

大事なことは、この変
革によって、暮らしを
より豊かにすること。

【ポイント２】

2020年～今世紀後半
のこの社会に到来する
変化を取り込むこと。

人口減少＋技術革新

＝社会変革

【ポイント３】

ただ漠然と増やすだけ
でなく、必要な量の自
然エネルギーを、戦略
的に増やすこと。

（第3回長野県環境審議会地球温暖化対策専門委員会資料
https://www.pref.nagano.lg.jp/kankyo/keikaku/4jisenryaku/ondanka3kai.html）



※世界経済はすでに疾走を始めている
グローバル経済で生き残るには即応する必要も

https://www.apple.com/jp/newsroom/2020/07/apple-commits-to-be-100-percent-carbon-neutral-for-its-supply-chain-and-products-by-2030/
https://www.nikkei.com/article/DGKKZO65368990T21C20A0EN1000/?unlock=1



誰も取り残さない
地域ぐるみの取り組みに

県・市町村の
2050ゼロカーボン政策
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今日のプログラム

1．再エネ100宣言RE Action 参加企業の取り組み紹介

株式会社アトリエデフ 代表取締役 大井明弘さん

2．再エネを取り巻く環境変化から：再エネ100宣言RE Actionの紹介

再エネ100宣言RE Action 事務局 則武祐二さん

3．質疑応答／意見交換 （12時まで）


